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１ 労働安全衛生法の概要
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◆安衛法の「個人事業者」とは（安衛法第31条の3）
「事業を行う者で、労働者を使用しないもの」
◆安衛法の「事業者」とは（安衛法第２条第3号）
「事業を行う者で、労働者を使用するもの」

→労働者を使用する場合は、安衛法では、「個人事業
者」ではなく、「事業者」となります。
（安衛法上「事業者」と「個人事業者」は区別され
ます。）

◇どちらも法人であるか否かは問いません。

◇「個人事業者等」という場合は、個人事業者のほか、
中小事業の事業主や役員が含まれます。

個人事業者等の定義
■「個人事業者」が労働安全衛生法（「安衛法」）に登場。

【建設アスベスト訴訟最高裁判決】
安衛法22条は、労働者と同じ場所で働
く労働者以外の者も保護する趣旨

個人事業者が
・安衛法による保護の対象に
・安衛法上講ずべき措置の義務の主体に
なりました。

個人事業者の定義

個人事業者

労
働
者
の
雇
用

あ
り

な
し

事業者

事業形態

法
人

個
人 ◆個人事業者の例

◇ 建設業、林業等の一人親方
 ◇ 個人請負の貨物自動車の運転者、個人タクシーの運転者、

フードデリバリー従事者
 ◇ 俳優等の芸能従事者、イラストレーター、プログラマー、

デザイナー
◇ 家内労働者
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■「個人事業者」が安衛法上の保護の対象となる例（イメージ）
→ポイントは「混在作業（労働者と同一の場所において仕事の作業を行うこと）」

混在作業
注文者等
労

関係請負人

労

関係請負人

労

関係請負人

個人事業者等

（個人事業者の作業との連絡調整等）

➁混在作業場所の管理者が講ずべき措置
(安衛法第30条の4 R9.4.1∼)

現行規制：事業者として、事業場におけ
る労働災害防止のための安全衛生管理

作業場所
管理事業者

混在作業
例）

倉庫内で作業する自社労働者
と運送業者の作業が混在

運送業者等

例 倉庫

自社と運送業者間等の連絡調整等

新たな枠組

①注文者等が講ずべき措置（安衛法第30条等）

混在作業
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■個人事業者に関する安衛法の定め
（保護の対象である規定と、義務の主体となる規定）

◆まず、「個人事業者」の努力義務（安衛法第4条）

従来は労働者のみでしたが、「労働者以外の者で労働者と同一の場所において仕事の作業
に従事するもの」（個人事業者が含まれる。）が加わりました。

→ 個人事業者は、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が
実施する労働災害の防止に関する措置に協力する努力義務

◆「個人事業者」

従来の事業者に加えて、新たに安衛法に個人事業者が定義されました。

→ 個人事業者が、安衛法上の措置の義務の主体とされる規定
例えば 安衛法第45条第２項：機械等の定期自主検査の実施義務

安衛法第4条：労働者及び労働者以外の者で労働者と同一の場所において仕事の作業に従事するものは、
労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災害の防止に関
する措置に協力するように努めなければならない。 （令和8年4月1日施行）

安衛法第45条第2項：個人事業者は、当該個人事業者に係る作業従事役員等が労働者と同一の場所にお
いて仕事の作業を行う場合には、前項の機械等について、厚生労働省令で定めるところにより、定期に
自主検査を行い、及びその結果を記録しておかなければならない。 （令和9年4月1日施行）
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◆ 「作業従事者」

注文者等が講ずべき措置の対象に、従来の労働者のほか、「作業従事者」が加えられました。

「作業従事者」とは、作業の内容如何にかかわらず、事業を行う者が行う仕事の作業（危
険有害な作業に限らず、現場監督、記録のための写真撮影、荷物の搬入等も含まれる。）に
従事する全ての者をいい、
労働者のみならず、契約形式等にかかわらず、実際に当該現場において仕事の作業を行っ

ている個人事業者、さらには、個人事業者が法人である場合の代表者や役員、個人事業者の
家族従業者も、作業従事者に該当します。

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事者者にに該該当当ししまますす
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→ 個人事業者が、「作業従事者」として、安衛法上の保護の対象とされる規定
例えば 安衛法第15条第1項：特定元方事業者が統括安全衛生責任者に行わせる統括管理の対象

第29条～30条の3：特定元方事業者・元方事業者が講ずる措置の対象
第30条の4：作業場所管理事業者が講ずる連絡調整措置の対象
第31条、第31条の3：注文者が講ずる措置の対象
第97条：作業従事者による労働基準監督署等への申告

安衛法第15条第1項：
事業者で、一の場所において行う事業の仕事の一部を請負人に請け負わせているものを行う者（以下

「特定元方事業者」という。）は、当該一の場所において、その労働者である作業従事者（事業を行う
者が行う仕事の作業に従事する者をいう。）（当該労働者である作業従事者のほか、労働者以外の当該
特定元方事業者に係る作業従事者がある場合には、当該者を含む。）及びその請負人に係る作業従事者
が作業を行うときは、これらの作業従事者の作業が同一の場所において行われることによつて生ずる労
働災害を防止するため、統括安全衛生責任者を選任し、その者に元方安全衛生管理者の指揮をさせると
ともに、第30条第1項各号の事項を統括管理させなければならない。（一部省略）（令和8年4月1日施
行）

安衛法30条第1項：
特定元方事業者は、その労働者である作業従事者（当該労働者である作業従事者のほか、労働者以外

の当該特定元方事業者に係る作業従事者がある場合には、当該者を含む。）及び関係請負人に係る作業
従事者の作業が同一の場所において行われることによつて生ずる労働災害を防止するため、次の事項に
関する必要な措置を講じなければならない。
一 協議組織の設置及び運営を行うこと。
二 作業間の連絡及び調整を行うこと。（以下略） （令和8年4月1日施行）
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安衛法第30条の4：
仕事を自ら行う事業者であつて、当該仕事を行う場所を管理するもの（以下「作業場所管理事業者」

という。）は、その管理する一の場所においてその労働者である作業従事者（当該労働者である作業従
事者のほか、労働者以外の当該作業場所管理事業者に係る作業従事者がある場合には、当該者を含
む。）及びその請負人に係る作業従事者が作業を行う場合であつて、これらの作業従事者のいずれかが、
危険性又は有害性等を勘案して厚生労働省令で定める業務に係る作業を行うときは、当該作業が行われ
ることによつて生ずる労働災害を防止するため、作業間の連絡及び調整を行うことに関する措置その他
必要な措置を講じなければならない。（一部省略） （令和9年4月1日施行）

安衛法第31条第1項：
特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、設備又は原材料を、当該仕事を行う場所においてその

請負人に係る作業従事者（労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外の
作業従事者に限る。）に使用させるときは、当該建設物等について、労働災害を防止するため必要な措
置を講じなければならない。（一部省略） （令和8年4月1日施行）

安衛法第97条第1項：
作業従事者は、事業場にこの法律又はこれに基づく命令の規定に違反する事実があるときは、その事

実を都道府県労働局長、労働基準監督署長又は労働基準監督官に申告して是正のため適当な措置をとる
ように求めることができる。

同 第3項：
注文者、機械等貸与者その他第一項の作業従事者に係る事業を行う者の契約の相手方は、同項の申告

をしたことを理由として、当該事業を行う者に対し、取引の停止その他の不利益な取扱いをしてはなら
ない。（令和8年4月1日施行）
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→ 個人事業者が、「作業従事者」として、安衛法上の措置の義務の主体とされる規定
例えば 安衛法第26条：事業者が講ずる措置に応じて必要な事項を守る義務

第32条第7項：特定元方事業者・元方事業者が講ずる措置に応じて必要な事項
を守る義務

安衛法第26条：労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外の作業従事
者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条第1項の規定に基づき講ずる措置に応じて、必要な事項
を守らなければならない。 （令和8年4月1日施行）

安衛法第32条第7項：第30条第1項若しくは第4項、第32条の2第1項若しくは第4項、第30条の3第1項若
しくは第4項、第30条の4第1項、第31条第1項又は第31条の2の場合において、作業従事者は、これらの
規定又は前各項の規定により講ぜられる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。
（令和8年4月1日施行）
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◆ 「作業従事役員等」

「作業従事役員等」とは、
「事業者（厚生労働省令で定める数＊以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者
（これらの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者」
をいいます。

（＊）金融業・保険業・不動産業・小売業 50人、卸売業・サービス業100人、これら以外の業種300人

→ 個人事業者が、「作業従事役員等」として、安衛法上の措置の義務の主体とされる規定
例えば 安衛法第42条第3項：構造規格又は安全装置を具備していない機械等の使用禁止

第59条第4項：特別教育の受講義務

安衛法第42条：事業者（厚生労働省令で定める数以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業
者（これらの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者（以下「作業従事役
員等」という。）は、自ら第1項の機械等を使用して、労働者と同一の場所において仕事の作業を行
う場合には、当該機械等については、同項の規格又は安全装置を具備しなければ、これを使用しては
ならない。 （令和9年4月1日施行）

安衛法第59条：作業従事役員等は、労働者と同一の場所において前項の業務（危険又は有害な業務）
に就くときは、同項に規定する教育を受けなければならない。 （令和9年4月1日施行）

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事役役員員等等にに該該当当ししまますす
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（参考）個人事業者、作業従事者、作業従事役員等、家族従事者の範囲
（令和8年5月26日付け基発0526第1号から引用）
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◆「事業を行う者」

従来「他の事業者」と規定されていた部分について、「事業を行う者」と改正されま
した。

→ 個人事業者が、「事業を行う者」として、安衛法上の保護の対象とされる規定
例えば 安衛法第33条第1項：機械等貸与者の講ずべき措置の対象

第34条第1項：建築物貸与者の講ずべき措置の対象  

安衛法第33条第1項：機械等で、政令で定めるものを事業を行う者に貸与する者で、厚生労働省令で定
めるもの（略）は、当該機械等の貸与を受けた事業を行う者の事業場における当該機械等による労働災
害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 （令和8年4月1日施行）

安衛法第33条第1項：建築物で、政令で定めるものを事業を行う者に貸与する者（略）は、当該建築物
の貸与を受けた者の事業に係る当該建築物による労働災害を防止するため必要な措置を講じなければな
らない。ただし、当該建築物の全部を一の事業者若しくは個人事業者に貸与するとき、又は二以上の個
人事業者のみに貸与するときは、この限りでない。（令和8年4月1日施行）

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、事事業業をを行行うう者者にに該該当当ししまますす
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◆ 「個人事業者等死傷病報告」制度

個人事業者等の業務上災害が発生した場合に、災害発生状況などについて、労働基準監督署
等に報告する制度が創設されました。
（安衛法第100条第1項、労働安全衛生規則第98条の2～第98条の6）（令和9年1月1日施行）

（概要）厚生労働省HPから引用
１ 報告対象・報告時期

休業４日以上の死傷災害（脳心・精神事案は別途措置。）について､労働基準監督署に遅滞なく報告

２ 報告主体
・個人事業者等が死亡した場合等は、「特定注文者」等（※）が労働基準監督署に報告
※ 「特定注文者」とは、「個人事業者等が行う仕事の注文者であって、災害発生場所（事業場等）において業務を行っ
ている者のうち、個人事業者等から見て直近上位のもの」をいう。
「特定注文者」が存在しない場合には、「災害発生場所管理事業者」（災害発生場所（事業場等）を管理する事業
者）が労働基準監督署に報告。

・個人事業者等が災害発生の事実を伝達・報告することが可能な場合は、「個人事業者等」が「特定注
文者」等に報告し、報告を受けた「特定注文者」等が監督署に報告

・個人事業者等が中小企業経営者や役員である場合は、上記にかかわらず所属企業が監督署に報告
※ 個人事業者等本人や個人事業者等が加入している業種・職種別団体から監督署への情報提供も可能

３ 報告事項
・発生場所、災害発生日時、被災者に関する情報（氏名、年齢、性別、業種等）、報告者に関する情報、
被災程度、災害の概要・原因など

４ その他
・個人事業者等が「特定注文者」等に報告したことを理由とする特定注文者等による不利益取扱いの禁止
・脳・心臓疾患及び精神障害に関しては、災害報告とは別に、個人事業者等自身が労働基準監督署に報
告できる（報告事項には、上記３に加え、「発症と関連のある情報」も含む。）
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◆こんな時のために、労災保険特別加入制度があります

 労災保険は、本来、労働者の業務または通勤による災害に対して保険給付を行う制度ですが、
労働者以外でも、その業務の実情、災害の発生状況などからみて、特に労働者に準じて保護するこ
とが適当であると認められる一定の方には特別に任意加入を認めています。
これが、特別加入制度です。

◆特別加入できる方の範囲
特別加入できる方の範囲は、大きく分けて４つの類型があります。
① 一人親方等
② 中小事業主等
③ 特定作業従事者
④ 海外派遣者

以下は、①の一人親方等を中心に特別加入制度の概要を取りまとめたものです。
詳しくは、厚生労働省HP「労災保険への特別加入」を確認してください。

・仕事中に脚立から落ちて大怪我
・労働者なら労災保険で補償されますが、
個人事業者は？

２ 労災保険の特別加入制度
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◆一人親方等の特別加入
〇特別加入できる一人親方等とは
労働者を使用しないで、次の①～⑫の事業を行うことを常態とする一人親方その他の自営業者及
びその事業に従事する人（以下「一人親方等」といいます）が特別加入できます。
注：労働者を使用する場合であっても、労働者を使用する日の合計が１年間に１００日に満た

                        ないときには、一人親方等として特別加入することができます。
（ただし、この場合は、安衛法の個人事業者ではありません。）

      
①自動車を使用して行う旅客もしくは貨物の運送の事業（個人タクシー業者や個人貨物運送業者な
ど）又は原動機付自転車もしくは自転車を使用して行う貨物の運送の事業（バイク便やフードデ
リバリーサービスなど）

    ②土木、建築その他の工作物の建設、改造、保存、原状回復、修理、変更、破壊もしくは解体又は
             その準備の事業（大工、左官、とび職人など）
③漁船による水産動植物の採捕の事業（⑦に該当する事業を除きます。）
④林業の事業
⑤医薬品の配置販売の事業
⑥再生利用の目的となる廃棄物などの収集、運搬、選別、解体などの事業
⑦船員法第１条に規定する船員が行う事業

＊次頁に続く
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＊前頁から続く

⑧ 柔道整復師法第２条に規定する柔道整復師が行う事業
⑨高年齢者の雇用の安定等に関する法律に規定する創業支援等措置に基づき、高年齢者が行う事業
⑩あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律に基づくあん摩マツサージ指圧師、

         はり師又はきゆう師が行う事業
⑪歯科技工士法第２条に規定する歯科技工士が行う事業
⑫特定フリーランス事業

注注：：特特定定フフリリーーラランンスス事事業業      
                特特定定受受託託事事業業者者にに係係るる取取引引のの適適正正化化等等にに関関すするる法法律律第第２２条条第第１１項項にに規規定定すするる特特定定受受託託事事業業者者がが同同条条第第５５項項
にに規規定定すするる業業務務委委託託事事業業者者かからら同同条条第第３３項項にに規規定定すするる業業務務委委託託をを受受けけてて行行うう事事業業（（特特定定受受託託事事業業））又又はは特特定定
受受託託事事業業者者がが業業務務委委託託事事業業者者以以外外のの者者かからら委委託託をを受受けけてて行行うう特特定定受受託託事事業業とと同同種種のの事事業業ででああっってて労労働働者者災災害害
補補償償保保険険法法施施行行規規則則第第46条条のの17第第１１号号かからら第第11号号ままででにに掲掲げげるる事事業業及及びび労労働働者者災災害害補補償償保保険険法法施施行行規規則則第第46
条条のの18各各号号にに掲掲げげるる作作業業をを 除除いいたたもものの。。
（（想想定定さされれるる職職種種：：営営業業、、講講師師・・イインンスストトララククタターー、、デデザザイインン・・ココンンテテンンツツ制制作作、、調調査査・・研研究究・・ココンンササルル
テティィンンググ、、翻翻訳訳・・通通訳訳、、デデーータタ・・文文書書入入力力 ななどど））
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〇 特別加入の手続き

（１）仕組み
一人親方等の特別加入については、一人親方等の団体（特別加入団体）を事業主、一人親
方等を労働者とみなして労災保険の適用を行います。
このため、一人親方等は、都道府県労働局長（以下「労働局長」といいます。）の承認を
受けた特別加入団体に加入申込をして、特別加入団体が特別加入の手続きを行うことになっ
ています。

（２）提出先（特別加入団体が行う）
特別加入団体が特別加入に関する変更届を、所轄の労働基準監督署長を経由して労働局長
に提出します。（新たに一人親方等として特別加入を希望する人がいる場合、特別加入団体
は、「特別加入者の異動」として届出をするということです。）

（３）加入時健康診断
次表に記載されている業務に、それぞれ定められた期間従事したことがある場合には、特
別加入の申請を行う際に健康診断を受ける必要があります。
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〇 給付基礎日額・保険料

給付基礎日額

給付基礎日額とは、休業補償給付等の給付額を算定する基礎となるもので、申請に基づいて、労
働局長が決定します。
給付基礎日額は、3,500円から25,000円までの16区分から、加入する者が申請を行います。
給付基礎日額が低い場合は保険料が安くなりますが、その分、休業補償給付などの給付額も少な

くなりますので、十分ご留意の上、適正な額を申請してください。（毎年度変更することができま
す。）

保険料

年間保険料は、保険料算定基礎額（給付基礎日額×365日）に、それぞれの事業に定められた保
険料率を乗じたものになります。

   （給付基礎日額、保険料の例）

給付基礎日額
Ａ

保険料算定基礎額
（Ａ×365日）

年 間 保 険 料
一人親方等
建設の事業

保険料率17/1000

一人親方等
個人タクシー事業

同11/1000

（中小事業主等）
既存建築物設備工事業

同12/1000

（特定作業従事者）
ITフリーランス

同3/1000

20,000円 7,300,000円 124,100円 80,300円 87,600円 21,900円

10,000円 3,650,000円 62,050円 40,150円 43,800円 10,950円

5,000円 1,825,000円 31,025円 20,075円 21,900円 5,475円
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〇補償の対象となる範囲

業務または通勤により被災した場合のうち、一定の要件を満たすときに労災保険から給付が行
われます。

（１）業務災害
保険給付の対象となる災害は、加入者ごとに一定の業務を行っていた場合に限られていま
す。
例えば、建設業の一人親方等の場合は、次に該当する場合に保険給付を受けることができ
ます。

ア請負契約に直接必要な行為を行う場合
イ請負工事現場における作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
ウ請負契約に基づくものであることが明らかな作業を自家内作業場において行う場合
エ請負工事に関する機械や製品を運搬する作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合
オ突発事故（台風、火災など）により予定外に緊急の出勤を行う場合

（２）複数業務要因災害
事業主が同一でない二以上の事業における業務を要因とする傷病等が発生した場合であっ
て、要件を満たしていれば、労働者と同様に保険給付が行われます。

（３）通勤災害
一般の労働者の場合と同様に取り扱われます。

18



〇補償（保険給付）の種類・内容

特別加入者が業務または通勤により被災した場合には、所定の保険給付が行われるとともに、こ
れと併せて特別支給金が支給されます。（労働基準監督署長の認定が必要です。）
以下の表は、業務災害の場合の主な補償の種類と内容です。

療療養養補補償償給給付付 業務による傷病について、病院等で無料で治療が受けられます。

休休業業補補償償給給付付
休業４日目以降、休業１日につき給付基礎日額の60％相当額と特別支給金として給付基

礎日額の20％相当額の、計80％相当額が支給されます。

障障害害補補償償給給付付
傷病が治った後に障害が残った場合、障害の等級に応じて、一時金または年金が支給さ

れます。（さらに特別支給金として一時金が支給されます）

傷傷病病補補償償年年金金

傷病が療養開始後1年6か月を経過した日または同日後において、傷病が治っておらず、

傷病による障害の程度が傷病等級に該当する場合、年金が支給されます。（さらに特別

支給金として一時金が支給されます）

遺遺族族補補償償給給付付
業務により死亡した場合、一時金及び年金が支給されます。年金額は遺族の人数に応じ

て異なります。（さらに特別支給金として一時金が支給されます）

葬葬祭祭料料
死亡した方の葬祭を行う場合に、31万５千円に給付基礎日額の30日分を加えた額又は給

付基礎日額の60日分のいずれか高い方が支給されます。

介介護護補補償償給給付付

障害補償年金または傷病補償年金を受給している方のうち、一定の障害を有する方で現

に介護を受けている場合、介護の費用として支出した額（上限額があります）が支給さ

れます。
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◆中小事業主等の特別加入

〇 特別加入できる中小事業主等とは
以下の表に掲げる中小事業主（法人の場合はその代表者）と、労働者以外で事業主の事業に従
事する方（事業主の家族従業者や法人の場合の役員）が、特別加入できます。
表 中小事業主等と認められる企業規模（労働者数は企業全体の数）

業 種 労 働 者 数
・金融業 ・保険業 ・不動産業 ・小売業 50人以下
・卸売業 ・サービス業   100人以下
・上記以外の業種  300人以下

〇 特別加入の手続き
（１）加入の一般的要件

①雇用する労働者について保険関係が成立していること
②労働保険の事務処理を労働保険事務組合に委託していること
の２つの要件を満たし、所轄の労働局長の承認を受けることが必要です。

（２）提出先
労働保険事務組合を通じて、特別加入申請書を、所轄の労働基準監督署長を経由して労

働局長に提出します。
20



〇補償の対象となる範囲

業務または通勤により被災した場合のうち、一定の要件を満たすときに労災保険から給
付が行われます。

（１）業務災害
就業中の災害であって、次の①～⑦のいずれかに該当する場合に保険給付が行われま
す。

① 申請書の「業務の内容」欄に記載された労働者の所定労働時間（休憩時間を含む）内に
特別加入申請した事業のためにする行為およびこれに直接附帯する行為を行う場合（事業
主の立場で行われる業務を除く）
② 労働者の時間外労働または休日労働に応じて就業する場合
③ ①または②に前後して行われる業務（準備・後始末行為を含む）を中小事業主等のみで
行う場合

④ ①、②、③の就業時間内における事業場施設の利用中及び事業場施設内で行動中の場合
⑤ 事業の運営に直接必要な業務（事業主の立場で行われる業務を除く）のために出張する
場合

⑥ 通勤途上で次の場合
ア 労働者の通勤用に事業主が提供する交通機関の利用中
イ 突発事故（台風、火災など）による予定外の緊急の出勤途上

⑦ 事業の運営に直接必要な運動競技会その他の行事について労働者（業務遂行性が認めら
れる者）を伴って出席する場合
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（２）複数業務要因災害
事業主が同一でない二以上の事業における業務を要因とする傷病等が発生した場合
であって、要件を満たしていれば、労働者と同様に保険給付が行われます。

（３）通勤災害
一般の労働者の場合と同様に取り扱われます。

（以上のほか、加入時健康診断、給付基礎日額・保険料（ただし、保険料率は一般の労災
保険でそれぞれの事業に定められた率）、補償の種類・内容については、一人親方等とほ
ぼ同様となります。）
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◆特定作業従事者の特別加入

〇 特別加入できる特別作業従事者とは
次のいずれかに該当する方です（注：それぞれ一定の要件があります）

①特定農作業従事者
②指定農業機械作業従事者

         ③国又は地方公共団体が実施する訓練従事者（職場適応訓練従事者、事業主団体等委託訓練従事者）
④家内労働者及びその補助者
⑤労働組合等の常勤役員
⑥介護作業従事者及び家事支援従事者
⑦芸能関係作業従事者
⑧アニメーション制作作業従事者
⑨情報処理システムに係る作業従事者

〇 特別加入の手続き
（１）仕組み

特定作業従事者の特別加入については、特定作業従事者の団体（特別加入団体）を事業主、特
定作業従事者を労働者とみなして労災保険の適用を行います。
このため、特定作業従事者は、労働局長の承認を受けた特別加入団体に加入申込をして、特別
加入団体が特別加入の手続きを行うことになっています。

（２）提出先（特別加入団体が行う）
特別加入団体が特別加入に関する変更届を、所轄の労働基準監督署長を経由して労働局長に提
出します。
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〇補償の対象となる範囲

業務または通勤により被災した場合のうち、一定の要件を満たすときに労災保険から給付が
行われます。

（１）業務災害
保険給付の対象となる災害は、加入者ごとに、一定の業務を行っていた場合に限られて
います。
例えば、ITフリーランスの場合は、次に該当する場合に保険給付を受けることができま
す。

ア 契約に基づき報酬が支払われる作業のうち、情報処理システムの設計、開発、管理、
監査、セキュリティ管理もしくは情報処理システムに係る業務の一体的な企画またはソ
フトウェアもしくはウェブページの設計、開発、管理、監査、セキュリティ管理、デザ
インもしくはソフトウェアもしくはウェブページに係る業務の一体的な企画その他の情
報処理に係る作業およびこれに直接附帯する行為を行う場合

イ アに必要な移動行為を行う場合（通勤災害の場合を除く）

（２）複数業務要因災害
事業主が同一でない二以上の事業における業務を要因とする傷病等が発生した場合で
あって、要件を満たしていれば、労働者と同様に保険給付が行われます。

（３）通勤災害
一般の労働者の場合と同様に取り扱われます。

（以上のほか、加入時健康診断、給付基礎日額・保険料、補償の種類・内容については、一人
親方等とほぼ同様となります。）
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３ 注文者に求める安全衛生経費の積算方法

【安衛法第3条第3項】
建設工事の注文者その他の仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、作業方法、工期、
納期等について、安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件を付さないよう
に配慮しなければならない。 （令和7年5月14日施行）

根拠法令

「施工方法、作業方法、工期、納期等」には、工程・請負金の費目等が含まれます。

仕事を注文する際、①作業場所、②作業方法、③作業に使用する機械・設備等、④作業に使用する原材料等、⑤
作業時間帯等を指定する場合は、指定内容に応じ、安全衛生上留意すべき情報等を明示する等の配慮が必要です。

指定内容によって教育・研修の受講や機械等の検査等に要した費用は、教育・研修や検査の有効期間を受注した
仕事に要する期間で按分した金額を安全衛生経費として計上するなどの配慮が必要です。

「仕事を他人に請け負わせる者」には、建設工事以外の注文者も含まれます。
（事業主体でない個人や一般消費者等も含まれます。）

注文内容の変更に伴って教育・研修や機械等の検査等が新たに必要となる場合は、これらに要する費用を注文者
が負担することが適当であり、請負金に当該費用を追加するなどの配慮が必要です。

「安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件」には、無理な工期・納期の設定や変更、当初予定して
いなかった条件の注文後の付加等が含まれます。

（令和7年5月14日付け基発0514第1号） 25



安全衛生経費積算の意義（建設業）

■個人事業者自身の安全衛生を確保するためには、安全衛生経費を適切に見積り、実際の安全衛生
対策に反映させることが不可欠です。

■安全衛生経費は、建設業法第19条の3に規定する「通常必要と認められる原価」に含まれます。

■安全衛生経費に含まれる項目
国土交通省・厚生労働省の共同作成リーフレット「一人親方の皆様へ」において、建設業の主な安

全衛生経費の項目として、次のものが示されています。
    〇保護具の費用

①保護帽 ②墜落制止用器具（胴ベルト型） ③墜落制止用器具（フルハーネス型） ④保護眼鏡
⑤安全靴 ⑥安全チョッキ ⑦防塵・防毒マスク ⑧防塵フィルター ⑨耳栓

〇仮設設備の費用（足場や墜落防止ネットの設置）
〇安全衛生教育の費用（作業前の安全教育や新規入場者の教育）

■下請の見積書に適正な安全衛生経費が明示されているにもかかわらず、元請が一方的に削
減したり、経費相当額を含めない契約を締結し、通常必要と認められる原価に満たないとき
は、建設業法第19条の3に違反するおそれがあります。

（不当に低い請負代金の禁止）
第19条の3 注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文した建設工事を施工するために通
常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならない。
２ 建設業者は、自らが保有する低廉な資材を建設工事に用いることができることその他の国土交通省令で
定める正当な理由がある場合を除き、その請け負う建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に
満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結してはならない。
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労働災害防止対策の実施者と経費負担者の明確化の流れ

建設工事請負契約を締結する際は、次のような流れで、労働災害防止対策の実施者とその経
費の負担者を明確化する必要があります。（リーフレット「一人親方の皆様へ」から引用）

（１）元請負人による見積条件の提示
元請負人は、見積条件の提示の際、労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の区

分を明確化し、下請負人が自ら実施する労働災害防止対策を把握でき、かつ、その経費を適正
に見積もることができるようにしなければなりません。

（２）下請負人による労働災害防止対策に要する経費の明示
下請負人は、元請負人から提示された見積条件をもとに、自らが負担することとなる労働災

害防止対策に要する経費を適正に見積った上、元請負人に提出する見積書に明示する必要があ
ります。

（３）契約交渉
元請負人は、「労働災害防止対策」の重要性に関する意識を共有し、下請負人から提出され

た労働災害防止対策に要する経費」が明示された見積書を尊重しつつ、建設業法第18 条（注：
対等な立場、公正な合意、誠実な履行）を踏まえ、対等な立場で契約交渉をしなければなりません。

（４）契約書面における明確化
元請負人と下請負人は、契約締結の書面化に際して、契約書面の施工条件等に、労働災害防

止対策の実施者及びその経費の負担者の区分を明確化するとともに、下請負人が負担しなけれ
ばならない労働災害防止対策に要する経費は、施工上必要な経費と切り離し難いものを除き、
契約書面の内訳書などに明示することが必要です。
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（国土交通省HPから引用）（参考）
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((一社)日本左官業組合連合会ＨＰ
から引用）

（参考）
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安全衛生経費は、建設業法第19条の3に規定する「通常必要と認められる原価」に含
まれます。

個人事業者は、注文者から提示された見積条件をもとに、自らが負担することとな
る安全衛生経費を適正に積算した上、注文者に提出する見積書に明示することが重要
です。
（注文者からの見積条件が不明確な場合でも、安全衛生経費を見積書に明示すること
が重要。）

安全衛生経費が確保されることにより、事故・災害のリスクが低減し、安心・安全
に業務に従事することができるようになり、より高い付加価値が生み出されることに
つながります。
注文者との信頼関係を構築して、安全衛生経費の根拠をしっかり積算し、契約交渉

に臨みましょう。

ここがポイント
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令和7年5月の労働安全衛生法（安衛法）の改正
↓

個人事業者は、
労働者と同一の場所で作業に従事する場合において、
労働災害防止対策の保護の対象となり、同時に、
措置の義務主体となりました。

具体的には、

◆労働災害防止に関する遵守・協力の努力義務：安衛法第4条（令和8年4月1日施行）

          

安衛法第4条
労働者及び労働者以外の者で労働者と同一の場所において仕事の作業に従事するものは、労働

災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災害の防止に
関する措置に協力するように努めなければならない。

「労働者」のみの努力義務が、
「労働者以外の者で労働者と同一の場所において作業に従事するもの」として個人事業者等が
加わりました。

４ 個人事業者等が守るべき事項
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◆事業者が講ずる措置に応じた必要な事項の遵守：安衛法第26条、第27条第1項
（令和8年4月1日施行）            

安衛法第26条
労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外の作業従事者は、事

業者が第20条から第25条まで及び第25条の２第１項の規定に基づき講ずる措置に応じて、必要な
事項を守らなければならない。

安衛法第27条第1項
第20条から第25条まで及び第25条の２第１項の規定に基づき事業者が講ずべき措置及び前条の

規定により労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外の作業従事
者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定める。

従来は「労働者」を対象にしていましたが、
「労働者と同一の場所において作業に従事する労働者以外の作業従事者」として個人事業者が加
わりました。

厚生労働省令には、労働安全衛生規則、ボイラー及び圧力容器安全規則、クレーン等安全規則
等があります。

（安衛法第26条に違反した場合、罰則が科せられる場合があります。）
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安安衛衛法法条条文文 事事業業者者がが講講ずずべべきき措措置置にに関関すするる条条文文のの内内容容（（抜抜粋粋））

第20条
事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。
一 機械、器具その他の設備（以下「機械等」という。）による危険
二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険
三 電気、熱その他のエネルギーによる危険

第21条
１ 事業者は、掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生ずる危険を防止するため必要な措置を講じな
ければならない。
２ 事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのある場所等に係る危険を防止するため
必要な措置を講じなければならない。

第22条

事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害
二 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害
三 計器監視、精密工作等の作業による健康障害
四 排気、排液又は残さい物による健康障害

第23条 事業者は、建設物その他の作業場について、健康、風紀、生命の保持等のため必要な措置を講じなければならない。

第24条 事業者は、労働者の作業行動から生ずる労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

第25条 事業者は、労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに作業を中止し、労働者を作業場から退避させる等必要
な措置を講じなければならない。

第25条の2

建設業その他政令で定める業種に属する事業の仕事で、政令で定めるものを行う事業者は、爆発、火災等が生じたこ
とに伴い作業従事者の救護に関する措置がとられる場合における労働災害の発生を防止するため、次の措置を講じなけ
ればならない。
一 作業従事者の救護に関し必要な機械等の備付け及び管理を行うこと。
二 作業従事者の救護に関し必要な事項についての訓練を行うこと。
三 前二号に掲げるもののほか、爆発、火災等に備えて、作業従事者の救護に関し必要な事項を行うこと。

安衛法第20条～第25条の２が規定する事業者が講ずべき措置

☆☆安安衛衛法法第第2200条条かからら第第2255条条のの２２にに基基づづくく具具体体的的なな措措置置はは、、労労働働安安全全衛衛生生規規則則等等にに詳詳細細にに定定めめらられれてていいるる。。 34



＜個人事業者等(作業従事者）が守らなければならない事項の例》

例1
安衛法第20条は、事業者に機械、器具その他の設備による危険を防止するための措置を義

務付けています。
この規定を受けて、労働安全衛生規則第151条の72第1項では、
「事業者は、荷台にあおりのない貨物自動車を走行させるときは、当該荷台に作業従事者

を乗車させてはならない。」と規定されています。（個人事業者が保護の対象）

さらに、同条第2項では、同法第26条を受けて、
「作業従事者は、前項の場合において同項の荷台に乗車してはならない。」

と規定されました。（個人事業者が義務の主体）

例2
安衛法第21条第2項は、事業者に労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊する

おそれのある場所等に係る危険を防止するための措置を義務付けています。
この規定を受けて、安全衛生規則第526条第1項では、

「事業者は、高さが1.5メートルを超える箇所で作業を行うときは、当該作業に従事する労
働者が安全に昇降するための設備等を設けなければならない」と規定されています。（個人
事業者が保護の対象）

さらに、同条第2項では、同法第26条を受けて、
「前項の作業従事者は、同項本文の規定により安全に昇降するための設備等が設けられた

ときは、当該設備等を使用しなければならない。」
と規定されました。（個人事業者が義務の主体）   
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◆その他の個人事業者等が義務の主体となる規定

＜規格・安全装置の具備：安衛法第42条第3項：令和9年4月1日施行＞

＜定期自主検査：安衛法45条：令和9年4月1日施行＞

＜安全衛生教育：法第59条、第60条の2：令和9年4月1日施行＞

                                                      

安衛法第42条第3項
事業者（厚生労働省令で定める数以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者（これらの者が法

人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者（以下「作業従事役員等」という。）は、自ら
第一項の機械等を使用して、労働者と同一の場所において仕事の作業を行う場合には、当該機械等について
は、同項の規格又は安全装置を具備しなければ、これを使用してはならない。

安衛法第45条第2項
個人事業者は、当該個人事業者に係る作業従事役員等が労働者と同一の場所において仕事の作業を行う場

合には、前項の機械等について、厚生労働省令で定めるところにより、定期に自主検査を行い、及びその結
果を記録しておかなければならない。

安衛法第59条第4項
作業従事役員等は、労働者と同一の場所において前項の業務（危険又は有害な業務）に就くときは、同項

に規定する教育を受けなければならない。

安衛法第60条の2第2項
作業従事役員等は、労働者と同一の場所において危険又は有害な業務に就くときは、第59条第4項に定め

るもののほか、当該作業を行う場所における安全衛生の水準の向上を図るため、安全又は衛生のための教育
を受けるように努めなければならない。
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５ 個人事業者等が使用する機械等に係る措置

令和7年5月の労働安全衛生法（安衛法）の改正
↓

個人事業者に対し、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、一定の機械等を使用する際、
① 厚生労働大臣が定める規格・安全装置を具備した機械等を使用すること
② 一定の機械等について定期自主検査を行うこと

等が義務付けられました。

「作業従事役員等」とは
「事業者（厚生労働省令で定める数＊以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者（これ
らの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者」をいいます。

（＊）金融業・保険業・不動産業・小売業50人、卸売業・サービス業100人、これら以外の業種300人）

★令和9年4月1日から施行されます。

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事役役員員等等にに該該当当ししまますす

罰則があります。早目の準備が必要

安衛法第42条第3項
事業者（厚生労働省令で定める数以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者（これらの者が法

人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者（以下「作業従事役員等」という。）は、自ら
第一項の機械等を使用して、労働者と同一の場所において仕事の作業を行う場合には、当該機械等について
は、同項の規格又は安全装置を具備しなければ、これを使用してはならない。

安衛法第45条第2項
個人事業者は、当該個人事業者に係る作業従事役員等が労働者と同一の場所において仕事の作業を行う場

合には、前項の機械等について、厚生労働省令で定めるところにより、定期に自主検査を行い、及びその結
果を記録しておかなければならない。
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① 個人事業者が使用する一定の機械に厚生労働大臣が定める規格・安全装置の具
備を義務付け （安衛法第42条第3項）

作業従事役員等が、別表ア及び別表イに掲げる一定の機械等を使用して、労働者と同一の
場所において作業を行う場合、これら機械等については、厚生労働大臣が定める規格又は安
全装置を具備しなければ使用してはならない、とされました。

別表ア及び別表イに掲げる機械等の規格又は安全装置については、厚生労働省告示として、
小型ボイラー及び小型圧力容器構造規格、防じんマスクの規格、保護帽の規格等が定められ
ています。

（参考）保護帽の規格（昭和50年労働省告示第66号）
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別表ア 安衛法別表第２：厚生労働大臣が定める規格又は安全装置を具備すべき機械等

１ ゴム、ゴム化合物又は合成樹脂を練るロール機及びその急停止装置
２ 第二種圧力容器
３ 小型ボイラー
４ 小型圧力容器
５ プレス機械又はシャーの安全装置
６ 防爆構造電気機械器具
７ クレーン又は移動式クレーンの過負荷防止装置
８ 防じんマスク
９ 防毒マスク
10 木材加工用丸のこ盤及びその反発予防装置又は歯の接触予防装置
11 動力により駆動されるプレス機械
12 交流アーク溶接機用自動電撃防止装置
13 絶縁用保護具
14 絶縁用防具
15 保護帽
16 電動ファン付き呼吸用保護具
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別表イ 安衛法施行令第1133条：厚生労働大臣が定める規格又は安全装置を具備すべき機械等

１ アセチレン溶接装置のアセチレン発生器
２ 研削盤、研削といし及び研削といしの覆い
３ 手押しかんな盤及びその刃の接触予防装置
４ アセチレン溶接装置又はガス集合溶接装置の安全器
５ 活線作業用装置（その電圧が、直流にあつては750ボルトを、

交流にあつては600ボルトを超える充電電路について用いられ
るものに限る。）

６ 活線作業用器具（その電圧が、直流にあつては750ボルトを、
交流にあつては300ボルトを超える充電電路について用いられ
るものに限る。）

７ 絶縁用防護具（対地電圧が50ボルトを超える充電電路に用い
られるものに限る。）

８ フォークリフト
９ 別表第七に掲げる建設機械で、動力を用い、かつ、不特定の
場所に自走することができるもの

10 型枠支保工用のパイプサポート、補助サポート及びウイング
サポート

11 別表第八に掲げる鋼管足場用の部材及び附属金具

12 つり足場用のつりチェーン及びつり枠13 合板足場板（アピ
トン又はカポールをフェノール樹脂等により接着したものに限
る。）

14 つり上げ荷重が0.5五トン以上3ン未満（スタッカー式クレー
ンにあつては、0.5トン以上1トン未満）のクレーン

15  つり上げ荷重が0.5トン以上3トン未満の移動式クレーン
16  つり上げ荷重が0.5トン以上2トン未満のデリック
17 積載荷重が0.25トン以上1トン未満のエレベーター
18 ガイドレールの高さが10メートル以上18メートル未満の建設
用リフト

19 積載荷重が0.25トン以上の簡易リフト
20 再圧室
21 潜水器
22 波高値による定格管電圧が10キロボルト以上のエツクス線装

置     ＊括弧内略
23 ガンマ線照射装置     ＊括弧内略
24 紡績機械及び製綿機械で、ビーター、シリンダー等の回転体
を有するもの

☆次頁に続く
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☆前頁から続く

25 蒸気ボイラー及び温水ボイラーのうち、第一条第三号イから
トまでに掲げるもの（船舶安全法の適用を受ける船舶に用いら
れるもの及び電気事業法の適用を受けるものを除く。）

26 第一条第五号イからニまでに掲げる容器のうち、第一種圧力
容器以外のもの       

27 大気圧を超える圧力を有する気体をその内部に保有する容器
で、内容積が0.1立方メートルを超えるもの   

28 墜落制止用器具

29 チェーンソー（内燃機関を内蔵するものであつて、排気量が
40立方センチメートル以上のものに限る。）

30 ショベルローダー
31 フォークローダー
32 ストラドルキャリヤー
33 不整地運搬車
34 作業床の高さが2メートル以上の高所作業車
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② 個人事業者が使用する一定の機械等について定期自主検査の実施を義務付
け（安衛法第45条第2項・第3項）

個人事業者は、当該個人事業者に係る作業従事役員等が労働者と同一の場所において
作業を行う場合、別表ウに掲げる機械等について、定期に自主検査を行い、その結果を
記録しておかなければならないこととされました。
（「定期に」とは、原則として１年以内ごと１回及び１月ごとに１回ですが、機械等によって異なり
ます。）

また、これらの機械等のうち、一定のもの（別表ウの＊が付されたもの）については、
１年以内ごとに１回（不整地運搬車は２年以内ごとに１回）行う定期自主検査について
は、特定自主検査として、当該個人事業者に係る作業従事役員等で厚生労働省令で定め
る資格を有するものが自ら実施し、又は厚生労働大臣又は都道府県労働局長の登録を受
けた検査業者に実施させる方法により行わなければなりません。

（参考）
検査業者が特定自主検査を行った場合には、当該機械に次のような検査済標章が貼り付けられます。
（検査済標章の色は暦年ごとに変更され、実施年と月が一目でわかるようになっています。）

（公益社団法人建設荷役車両安全技術協会HPから引用）
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別表ウ 定期に自主検査を必要とする機械等

1 ボイラー
2 第一種圧力容器
3 クレーン（0.5ｔ以上）
4 移動式クレーン(0.5ｔ以上)
5 デリック（0.5ｔ以上）
6 エレベーター（0.25ｔ以上）
7 建設用リフト(高さ10ｍ以上)
8 ゴンドラ
9 第二種圧力容器
＊10 動力プレス機械
＊11 フォークリフト
＊12 車両系建設機械
13 小型ボイラー
14 小型圧力容器
15 簡易リフト（0.25ｔ以上）

16 動力シャー
17 動力遠心機械
18 化学設備等
19 アセチレン溶接装置、ガス集合溶接装置
20 乾燥設備
21 局所排気装置
22 プッシュプル型換気装置
23 特定化学設備等
24 ショベルローダー
25 フォークローダー
26 ストラドルキャリアー
27 ガンマ線照射装置(透過撮影)
＊28 不整地運搬車
＊29 高所作業車
30 車両系木材伐出機械

＊印があるものは特定自主検査が必要な機械等です。
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令和7年5月の労働安全衛生法（安衛法）の改正
↓

作業従事役員等は、労働者と同一の場所において危険又は有害な業務に就くときは、当該業務に関
する安全又は衛生のための特別の教育を受けなければならない、とされました。

「作業従事役員等」とは（再掲）
「事業者（厚生労働省令で定める数＊以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者（これ
らの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者」をいいます。

（＊）金融業・保険業・不動産業・小売業50人、卸売業・サービス業100人、これら以外の業種300人）

労働者と同一の場所において業務に就くときに法の適用がありますが、現場に労働者がいない場合
でも特別教育を受講することが望まれます。

★令和9年4月1日から施行されます。

    

６ 個人事業者等が受けるべき教育

罰則があります！早目の準備が必要

安衛法第59条第4項
作業従事役員等は、労働者と同一の場所において前項の業務（危険又は有害な業務）に就くときは、同項

に規定する教育を受けなければならない。

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事役役員員等等にに該該当当ししまますす
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◆安全又は衛生のための特別の教育とは？
安衛法では、危険又は有害な業務に労働者を就かせるときは、その内容に応じて、
①免許、②技能講習修了、③特別教育の受講、

のいずれかが必要とされています。

今回の改正で、労働者ではない個人事業者（作業従事役員等）についても、
特別教育の受講が義務付けられました。

◆厚生労働省令で定める安全又は衛生のための特別教育の受講が必要な業務
⇒５８業務 （令和８年５月現在、次頁以降に掲載）

＊免許、技能講習修了は、従来より、労働者に限らず、何人であっても必要です。
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１１ 研研削削とといいししのの取取替替ええ又又はは取取替替ええ時時のの試試運運転転のの業業務務
２２ 動動力力にによよりり駆駆動動さされれるるププレレスス機機械械のの金金型型、、シシヤヤーーのの刃刃部部又又ははププ
レレスス機機械械若若ししくくははシシヤヤーーのの安安全全装装置置若若ししくくはは安安全全囲囲いいのの取取付付けけ、、
取取外外しし又又はは調調整整のの業業務務

３３ アアーークク溶溶接接機機をを用用いいてて行行うう金金属属のの溶溶接接、、溶溶断断等等のの業業務務
４４ 高高圧圧若若ししくくはは特特別別高高圧圧のの充充電電電電路路若若ししくくはは当当該該充充電電電電路路のの支支持持
物物のの敷敷設設、、点点検検、、修修理理若若ししくくはは操操作作のの業業務務、、低低圧圧のの充充電電電電路路のの敷敷
設設若若ししくくはは修修理理のの業業務務（（次次号号にに掲掲げげるる業業務務をを除除くく。。））又又はは配配電電盤盤
室室、、変変電電室室等等区区画画さされれたた場場所所にに設設置置すするる低低圧圧のの電電路路ののううちち充充電電部部
分分がが露露出出ししてていいるる開開閉閉器器のの操操作作のの業業務務

★★高高圧圧（（交交流流 660000VV超超 77000000VV以以下下、、直直流流 775500VV超超 77000000VV以以下下））
特特別別高高圧圧（（77000000VV超超））

４４のの２２ 対対地地電電圧圧がが5500ボボルルトトをを超超ええるる蓄蓄電電池池をを内内蔵蔵すするる自自動動車車のの整整
備備のの業業務務

５５ 最最大大荷荷重重１１トトンン未未満満ののフフオオーーククリリフフトトのの運運転転のの業業務務
５５のの２２ 最最大大荷荷重重１１トトンン未未満満ののシシヨヨベベルルロローーダダーー又又ははフフオオーーククロローー
ダダーーのの運運転転のの業業務務

５５のの３３ 最最大大積積載載量量がが１１トトンン未未満満のの不不整整地地運運搬搬車車のの運運転転のの業業務務
５５のの４４ テテーールルゲゲーートトリリフフタターー操操作作のの業業務務（（当当該該貨貨物物自自動動車車にに荷荷をを
積積むむ作作業業又又はは当当該該貨貨物物自自動動車車かからら荷荷をを卸卸すす作作業業をを伴伴ううももののにに限限
るる。。））

６６ 制制限限荷荷重重５５トトンン未未満満のの揚揚貨貨装装置置のの運運転転のの業業務務
６６のの２２ 伐伐木木等等機機械械のの運運転転のの業業務務
６６のの３３ 走走行行集集材材機機械械のの運運転転のの業業務務

７７ 機機械械集集材材装装置置のの運運転転のの業業務務
７７のの２２ 簡簡易易架架線線集集材材装装置置のの運運転転又又はは架架線線集集材材機機械械のの運運転転のの業業務務
８８ チチェェーーンンソソーーをを用用いいてて行行うう立立木木のの伐伐木木、、かかかかりり木木のの処処理理又又はは造造
材材のの業業務務

９９ 機機体体重重量量がが３３トトンン未未満満のの令令別別表表第第７７第第１１号号、、第第２２号号、、第第３３号号又又
はは第第66号号にに掲掲げげるる機機械械でで、、動動力力をを用用いい、、かかつつ、、不不特特定定のの場場所所にに自自
走走ででききるるもものののの運運転転のの業業務務

                                                          ★★建建設設機機械械（（整整地地・・掘掘削削・・基基礎礎工工事事、、解解体体用用等等））
９９のの２２ 令令別別表表第第７７第第３３号号にに掲掲げげるる機機械械でで、、動動力力をを用用いい、、かかつつ、、不不
特特定定のの場場所所にに自自走走ででききるるもものの以以外外ののもものののの運運転転のの業業務務    

                                                                                                                                                  ★★基基礎礎工工事事用用建建設設機機械械
９９のの３３ 令令別別表表第第７７第第３３号号にに掲掲げげるる機機械械でで、、動動力力をを用用いい、、かかつつ、、不不
特特定定のの場場所所にに自自走走ででききるるもものののの作作業業装装置置のの操操作作（（車車体体上上のの運運転転者者
席席ににおおけけるる操操作作をを除除くく。。））のの業業務務                     ★★基基礎礎工工事事用用建建設設機機械械

1100 令令別別表表第第７７第第44号号にに掲掲げげるる機機械械でで、、動動力力をを用用いい、、かかつつ、、不不特特定定
のの場場所所にに自自走走ででききるるもものののの運運転転のの業業務務              ★★締締固固めめ用用建建設設機機械械

1100のの２２ 令令別別表表第第７７第第５５号号にに掲掲げげるる機機械械のの作作業業装装置置のの操操作作のの業業務務
★★ココンンククリリーートト打打設設用用建建設設機機械械

1100のの３３ ボボーーリリンンググママシシンンのの運運転転のの業業務務
1100のの４４ 建建設設工工事事のの作作業業をを行行うう場場合合ににおおけけるる、、ジジャャッッキキ式式つつりり上上げげ
機機械械のの調調整整又又はは運運転転のの業業務務

1100のの５５ 作作業業床床のの高高ささがが1100メメーートトルル未未満満のの高高所所作作業業車車のの運運転転のの業業務務

★★はは編編者者補補足足（（以以下下同同じじ））

＜＜安安全全又又はは衛衛生生ののたためめのの特特別別教教育育がが必必要要なな業業務務：：労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第3366条条＞＞

次頁に続く
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1111 動動力力にによよりり駆駆動動さされれるる巻巻上上げげ機機のの運運転転のの業業務務
（（1122 削削除除））
1133 令令第第1155条条第第１１項項第第８８号号にに掲掲げげるる機機械械等等（（巻巻上上げげ装装置置をを除除くく。。））
のの運運転転のの業業務務                                                                                        ★★動動力力車車にによよるる運運搬搬装装置置

1144 小小型型ボボイイララーーのの取取扱扱いいのの業業務務
1155 次次にに掲掲げげるるククレレーーンンのの運運転転のの業業務務
イイ つつりり上上げげ荷荷重重がが５５トトンン未未満満ののククレレーーンン
ロロ つつりり上上げげ荷荷重重がが５５トトンン以以上上のの跨跨ここ線線テテルルハハ

1166 つつりり上上げげ荷荷重重がが１１トトンン未未満満のの移移動動式式ククレレーーンンのの運運転転のの業業務務
1177 つつりり上上げげ荷荷重重がが５５トトンン未未満満ののデデリリツツククのの運運転転のの業業務務
1188 建建設設用用リリフフトトのの運運転転のの業業務務
1199 つつりり上上げげ荷荷重重がが１１トトンン未未満満ののククレレーーンン、、移移動動式式ククレレーーンン又又ははデデ
リリツツククのの玉玉掛掛けけのの業業務務

2200    ゴゴンンドドララのの操操作作のの業業務務
2200のの２２ 作作業業室室及及びび気気ここうう室室へへ送送気気すするるたためめのの空空気気圧圧縮縮機機をを運運転転すす
るる業業務務

2211 高高圧圧室室内内作作業業にに係係るる作作業業室室へへのの送送気気のの調調節節をを行行ううたためめののババルルブブ
又又ははココツツククをを操操作作すするる業業務務

2222 気気ここうう室室へへのの送送気気又又はは気気ここうう室室かかららのの排排気気のの調調整整をを行行ううたためめのの
     ババルルブブ又又ははココツツククをを操操作作すするる業業務務

2233 潜潜水水作作業業者者へへのの送送気気のの調調節節をを行行ううたためめののババルルブブ又又ははココツツククをを操操
作作すするる業業務務

2244      再再圧圧室室をを操操作作すするる業業務務
2244のの２２ 高高圧圧室室内内作作業業にに係係るる業業務務
2255 令令別別表表第第５５にに掲掲げげるる四四アアルルキキルル鉛鉛等等業業務務
2266 令令別別表表第第６６にに掲掲げげるる酸酸素素欠欠乏乏危危険険場場所所ににおおけけるる作作業業にに係係るる業業務務
2277 特特殊殊化化学学設設備備のの取取扱扱いい、、整整備備及及びび修修理理のの業業務務
2288 エエッッククスス線線装装置置又又ははガガンンママ線線照照射射装装置置をを取取りり扱扱うう業業務務
2288のの２２ 加加工工施施設設、、再再処処理理施施設設又又はは使使用用施施設設等等のの管管理理区区域域内内ににおおいい
てて核核燃燃料料物物質質若若ししくくはは使使用用済済燃燃料料又又ははここれれららにによよつつてて汚汚染染さされれたた
物物をを取取りり扱扱うう業業務務

2288のの３３ 原原子子炉炉施施設設のの管管理理区区域域内内ににおおいいてて、、核核燃燃料料物物質質若若ししくくはは使使
用用済済燃燃料料又又ははここれれららにによよつつてて汚汚染染さされれたた物物をを取取りり扱扱うう業業務務

2288のの４４ 東東日日本本大大震震災災にによよりり生生じじたた放放射射性性物物質質にによよりり汚汚染染さされれたた土土
壌壌等等をを除除染染すするるたためめのの業業務務等等にに係係るる電電離離放放射射線線障障害害防防止止規規則則第第２２
条条第第７７項項第第２２号号イイ又又ははロロにに掲掲げげるる物物そそのの他他のの事事故故由由来来放放射射性性物物質質
にによよりり汚汚染染さされれたた物物ででああつつてて、、電電離離則則第第２２条条第第２２項項にに規規定定すするるもも
のののの処処分分のの業業務務

2288のの５５ 電電離離則則第第７７条条のの２２第第３３項項のの特特例例緊緊急急作作業業にに係係るる業業務務

＜＜安安全全又又はは衛衛生生ののたためめのの特特別別教教育育がが必必要要なな業業務務：：労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第3366条条＞＞

＊前頁から続く

次頁に続く
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2299 粉粉じじんん障障害害防防止止規規則則第第２２条条第第１１項項第第３３号号のの特特定定粉粉じじんん作作業業にに係係
るる業業務務

3300    ずずいい道道等等のの掘掘削削のの作作業業又又ははここれれにに伴伴ううずずりり、、資資材材等等のの運運搬搬、、覆覆
工工ののココンンククリリーートトのの打打設設等等のの作作業業にに係係るる業業務務

3311 ママニニププレレーータタ及及びび記記憶憶装装置置をを有有しし、、記記憶憶装装置置のの情情報報にに基基づづききママ
ニニププレレーータタのの伸伸縮縮、、屈屈伸伸、、上上下下移移動動、、左左右右移移動動若若ししくくはは旋旋回回のの動動
作作又又ははここれれららのの複複合合動動作作をを自自動動的的にに行行ううここととががででききるる機機械械のの可可動動
範範囲囲内内ににおおいいてて当当該該産産業業用用ロロボボツツトトににつついいてて行行ううママニニププレレーータタのの
動動作作のの順順序序、、位位置置若若ししくくはは速速度度のの設設定定、、変変更更若若ししくくはは確確認認又又はは産産
業業用用ロロボボツツトトのの可可動動範範囲囲内内ににおおいいてて当当該該産産業業用用ロロボボツツトトににつついいてて
教教示示等等をを行行うう労労働働者者とと共共同同ししてて当当該該産産業業用用ロロボボツツトトのの可可動動範範囲囲外外
ににおおいいてて行行うう当当該該教教示示等等にに係係るる機機器器のの操操作作のの業業務務

3322 産産業業用用ロロボボツツトトのの可可動動範範囲囲内内ににおおいいてて行行うう当当該該産産業業用用ロロボボツツトト
のの検検査査、、修修理理若若ししくくはは調調整整若若ししくくははここれれららのの結結果果のの確確認認又又はは産産業業
用用ロロボボツツトトのの可可動動範範囲囲内内ににおおいいてて当当該該産産業業用用ロロボボツツトトのの検検査査等等をを
行行うう労労働働者者とと共共同同ししてて当当該該産産業業用用ロロボボツツトトのの可可動動範範囲囲外外ににおおいいてて
行行うう当当該該検検査査等等にに係係るる機機器器のの操操作作のの業業務務

3333 自自動動車車（（２２輪輪自自動動車車をを除除くく。。））用用タタイイヤヤのの組組立立ててにに係係るる業業務務のの
ううちち、、空空気気圧圧縮縮機機をを用用いいてて当当該該タタイイヤヤにに空空気気をを充充ててんんすするる業業務務

3344 ダダイイオオキキシシンン類類対対策策特特別別措措置置法法施施行行令令別別表表第第一一第第五五号号にに掲掲げげるる
廃廃棄棄物物焼焼却却炉炉をを有有すするる廃廃棄棄物物のの焼焼却却施施設設ににおおいいててばばいいじじんん及及びび焼焼
却却灰灰そそのの他他のの燃燃ええ殻殻をを取取りり扱扱うう業業務務（（第第3366号号にに掲掲げげるる業業務務をを除除
くく。。））

3355 廃廃棄棄物物のの焼焼却却施施設設にに設設置置さされれたた廃廃棄棄物物焼焼却却炉炉、、集集じじんん機機等等のの設設
備備のの保保守守点点検検等等のの業業務務

3366 廃廃棄棄物物のの焼焼却却施施設設にに設設置置さされれたた廃廃棄棄物物焼焼却却炉炉、、集集じじんん機機等等のの設設
備備のの解解体体等等のの業業務務及及びびここれれにに伴伴ううばばいいじじんん及及びび焼焼却却灰灰そそのの他他のの燃燃
ええ殻殻をを取取りり扱扱うう業業務務

3377 石石綿綿障障害害予予防防規規則則第第４４条条第第１１項項にに掲掲げげるる作作業業にに係係るる業業務務
3399 足足場場のの組組立立てて、、解解体体又又はは変変更更のの作作業業にに係係るる業業務務
4400 高高ささがが２２メメーートトルル以以上上のの箇箇所所ででああつつてて作作業業床床をを設設けけるるここととがが困困
難難ななととこころろににおおいいてて、、昇昇降降器器具具をを用用いいてて、、労労働働者者がが当当該該昇昇降降器器具具
にによよりり身身体体をを保保持持ししつつつつ行行うう作作業業にに係係るる業業務務

4411    高高ささがが２２メメーートトルル以以上上のの箇箇所所ででああつつてて作作業業床床をを設設けけるるここととがが困困
難難ななととこころろににおおいいてて、、墜墜落落制制止止用用器器具具ののううちちフフルルハハーーネネスス型型ののもも
ののをを用用いいてて行行うう作作業業にに係係るる業業務務（（前前号号にに掲掲げげるる業業務務をを除除くく。。））

＜＜安安全全又又はは衛衛生生ののたためめのの特特別別教教育育がが必必要要なな業業務務：：労労働働安安全全衛衛生生規規則則第第3366条条＞＞

＊前頁から続く
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〇 安衛法に基づく技能講習
（就業制限業務関係）
車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転技能講習、
車両系建設機械（基礎工事用）運転技能講習、車両系建設機械（解体用）運転技能講習、
不整地運搬車運転技能講習、高所作業車運転技能講習、フオークリフト運転技能講習、
シヨベルローダー等運転技能講習、玉掛け技能講習、床上操作式クレーン運転技能講習、
小型移動式クレーン運転技能講習、ガス溶接技能講習、
（作業主任者関係）
コンクリート破砕器作業主任者技能講習、地山の掘削作業主任者技能講習、
土止め支保工作業主任者技能講習、ずい道等の掘削等作業主任者技能講習、
ずい道等の覆工作業主任者技能講習、型枠支保工の組立て等作業主任者技能講習、
足場の組立て等作業主任者技能講習、建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者技能講習、
コンクリート造の工作物の解体等作業主任者技能講習、鋼橋架設等作業主任者技能講習、
コンクリート橋架設等作業主任者技能講習、採石のための掘削作業主任者技能講習、
木造建築物の組立て等作業主任者技能講習、はい作業主任者技能講習、船内荷役作業主任者技能講習、
ボイラー取扱技能講習、ボイラー据付け工事作業主任者技能講習、
普通第一種圧力容器取扱作業主任者技能講習、化学設備関係第一種圧力容器取扱作業主任者技能講習、
木材加工用機械作業主任者技能講習、プレス機械作業主任者技能講習、乾燥設備作業主任者技能講習、
酸素欠乏危険作業主任者技能講習、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習、
特定化学物質等作業主任者技能講習、鉛作業主任者技能講習、四アルキル鉛等作業主任者技能講習、
有機溶剤作業主任者技能講習、地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講習、
特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習、石綿作業主任者技能講習、
金属アーク溶接等作業主任者限定技能講習

〇 安衛法に基づく免許
クレーン・デリック運転士免許、移動式クレーン運転士免許、揚貨装置運転士免許、
高圧室内作業主任者免許、発破技士免許、ガス溶接作業主任者免許、ボイラー整備士免許、
衛生工学衛生管理者免許、第一種衛生管理者免許、第二種衛生管理者免許、
林業架線作業主任者免許、エックス線作業主任者免許、ガンマ線透過写真撮影作業主任者免許、
潜水士免許、特定第一種圧力容器取扱作業主任者免許、特級ボイラー技士免許、一級ボイラー技士免許、
二級ボイラー技士免許、特別ボイラー溶接士免許、普通ボイラー溶接士免許

（参考）安衛法に基づく免許、技能講習（労働者に限らず、何人であっても必要）
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◆危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育（安衛法第60条の２）

事業者は、安全衛生の水準の向上を図るため、危険又は有害な業務に現に就いている労働者に対し、
その従事する業務に関する安全又は衛生のための教育を行うように努めなければならない、されてい
ますが、今回、作業従事役員等も同様に、教育を受けるように努めなければならない、とされました。

〇 厚生労働大臣による「危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に関する
指針」（最終改正令和8年5月 安全衛生教育指針公示第7号）が示されています。

〇 努力義務であり、罰則はありません。

さらに

安衛法第60条の2第2項
作業従事役員等は、労働者と同一の場所において危険又は有害な業務に就くときは、第59条第4項に定め

るもののほか、当該作業を行う場所における安全衛生の水準の向上を図るため、安全又は衛生のための教育
を受けるように努めなければならない。
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７ 注文者、元方事業者等が講じる措置への対応

令和7年5月の労働安全衛生法（安衛法）の改正
↓

注文者、元方事業者等が講じる措置＊の対象に、個人事業者が「作業従事者」として、
含まれることとなりました。

＊安衛法第29条～30条の3：特定元方事業者・元方事業者が講ずる措置の対象
第30条の4：作業場所管理事業者が講ずる連絡調整措置の対象
第31条、第31条の3：注文者が講ずる措置の対象 等

同時に、作業従事者は、
① 注文者、元方事業者等が講じる措置に応じて、必要な事項を遵守すること
② これらの者が措置の実施を確保するためにする指示に従うこと
が義務付けられました。

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事者者にに該該当当ししまますす
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◆ 特定元方事業者、元方事業者、作業場所管理事業者、注文者が講ずる措置に応
じた必要な措置の遵守等（安衛法第32条）
（令和8年4月1日施行 ただし、作業場所管理事業者に関する事項は令和9年4月1日施行）

作業従事者は、労働者と同一の場所で作業する場合に、
・次頁の①から⑤に掲げる措置に応じて必要な事項を遵守すること

（安衛法第32条第7項）
・これらの措置の実施を確保するためにされる指示に従うこと

（安衛法第32条第8項）
が、義務付けられました。

注文者 「仕事を他人に請け負わせる者」（安衛法第３条）

元方事業者
「事業者で、一の場所において行う事業の仕事の一部を請負人に請け負わせて
いるもの」（安衛法第15条）。
請負契約が２以上あるときは、最も先次の請負契約における注文者が元方事業
者となります。

特定元方事業者 元方事業者のうち、建設業、造船業に属する事業を行う者（安衛法第15条）。

作業場所管理事業者 「仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するもの」（安
衛法第30条の4）。
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①安衛法30条：特定元方事業者が講じる措置への対応
＊特定元方事業者（建設業・造船業）が講じる、同一の場所で複数の関係請負人等の作業従事者が作業する
ことにより生じる労働災害を防止するために講じる措置（協議組織の設置運営、作業間の連絡・調整等）へ
の対応

②安衛法30条の２：元方事業者が講じる措置への対応
＊製造業の元方事業者が講じる、同一の場所で複数の関係請負人等の作業従事者が作業することにより生じ
る労働災害を防止するための作業間の連絡・調整等に関する措置への対応

③安衛法30条の３：元方事業者が講じる措置への対応
＊建設業で元方事業者が講じる、爆発、火災等が生じたことに伴い作業従事者の救護に関する措置がとられ
る場合における労働災害を防止するための措置への対応

④安衛法30条の４：作業場所管理事業者が講じる措置への対応
＊作業場所管理事業者が講じる、同一の場所で複数の関係請負人等の作業従事者が危険・有害な作業を行う
ことによって生ずる労働災害を防止するための作業間の連絡・調整等に関する措置への対応

⑤安衛法31条：注文者が講じる措置への対応
＊特定事業（建設業、造船業）を自ら行う注文者が講じる、建設物、設備、原材料を請負人の作業従事者に
使用させるときに当該建築物等に対する労働災害を防止するために必要な措置への対応
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◆元方事業者の法令違反是正指示への対応（安衛法29条）（令和8年4月1日施行）
  
令和7年5月の労働安全衛生法（安衛法）の改正

↓
元方事業者が講じる法令違反の是正指示の対象に、個人事業者が「作業従事者」として、

含まれることとなりました。

（改正前は、上記の「作業従事者」の箇所が「労働者」とされていたものです。）   

具体的には、

元方事業者は、
① 関係請負人及び関係請負人に係る作業従事者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに基づ
く命令の規定に違反しないよう必要な指導を行わなければならないこと

② 関係請負人又は関係請負人に係る作業従事者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに基づ
く命令の規定に違反していると認めるときは、是正のため必要な指示を行わなければならない
こと、

      が義務付けられ、

同時に、作業従事者は、
       ③ ②の指示を受けた関係請負人又は関係請負人に係る作業従事者は、当該指示に従わなければ

ならないこと
が義務付けられました。

⇒⇒ 個個人人事事業業者者はは、、作作業業従従事事者者にに該該当当ししまますす
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